
 

上越市パブリックコメント条例 

 （目的） 

第１条 この条例は、上越市自治基本条例（平成２０年上越市条例第３号。以下「自治基本

条例」という。）第２２条第３項の規定に基づき、パブリックコメントの実施に関し必要

な事項を定め、市の政策の立案等の段階において広く市民の意見を聴く手続をとることに

より、市民との情報共有及び市民参画を推進し、もって公正で開かれた市政運営に資する

ことを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において「パブリックコメント」とは、市の基本的な計画、重要な条例等

の立案等の段階において、市長等がこれらの案の内容、趣旨その他必要な事項を公表し、

広く市民から意見を募り、提出された意見を尊重し、意思決定を行うとともに、当該意見

に対する考え方を公表する一連の手続をいう。 

２ この条例において「市民」とは、自治基本条例第２条第２号に掲げるもの及びパブリッ

クコメントの対象となる計画、条例等に関し利害関係を有するものをいう。 

 （対象計画等） 

第３条 市長等は、次に掲げる計画、条例等（以下「計画等」という。）の策定若しくは制

定、変更若しくは改正又は廃止を行うときは、パブリックコメントを実施しなければなら

ない。 

 ⑴ 市の憲章、宣言又は基本的な計画若しくは指針 

 ⑵ 市の理念又は基本的な制度を定める条例 

 ⑶ 市民に義務を課し、又は権利を制限する条例又は規則（金銭の徴収に関するものを除

く。） 

 ⑷ 広く公共の用に供する施設の整備に関する構想又は計画 

 ⑸ その他パブリックコメントを実施することが適当と市長等が認めるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、市長等は、計画等が次の各号のいずれかに該当する場合は、

その理由を公表して、パブリックコメントを実施しないことができる。 

 ⑴ 緊急を要するもの 

 ⑵ 法令等により縦覧その他パブリックコメントと同等の効果を有すると認められる手続

を義務付けられているもの 

 ⑶ 市民の生活及び事業活動に影響を及ぼさない軽微なもの 

 ⑷ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項の規定による直接請求の手続

を経て制定改廃する条例 



 

 （計画等の案の公表等） 

第４条 市長等は、計画等の案を公表するときは、市民が意見を提出することができる３０

日以上の期間を設けなければならない。ただし、やむを得ない理由により３０日以上の期

間を設けることができない場合は、その理由を公表して、３０日を下回る期間とすること

ができる。 

２ 市長等は、計画等の案を公表するときは、市民が当該計画等の案の内容を理解すること

ができるよう当該計画等の案の趣旨、概要その他必要と認める資料を添付し、その説明に

努めるとともに、幅広く意見が提出されるよう努めなければならない。 

 （意見の提出方法） 

第５条 市民は、公表された計画等の案に対する意見を提出するときは、住所又は所在地、

氏名又は名称（代表者の氏名を含む。）その他必要な事項を明らかにし、持参、郵便、フ

ァクシミリ、電子メールその他市長が適当と認める方法により意見を提出しなければなら

ない。 

 （意思決定を行う場合の意見の尊重） 

第６条 市長等は、提出された意見を尊重し、計画等の意思決定を行わなければならない。 

 （意見に対する考え方の公表） 

第７条 市長等は、前条の規定により意思決定を行ったときは、速やかに提出された意見の

内容（上越市情報公開条例（平成８年上越市条例第１号）第６条に規定する非公開情報を

除く。）及び提出された意見に対する市長等の考え方を公表しなければならない。この場

合において、計画等の案を修正したときは、当該修正した内容をあわせて公表しなければ

ならない。 

 （公表の方法等） 

第８条 第３条第２項、第４条第１項及び前条の規定による公表は、市役所本庁、各区総合

事務所、北出張所、南出張所その他市長が定める場所へ備え置くとともに、市のホームペ

ージに掲載することにより行うものとする。 

２ 市長等は、前項に規定する公表を行うときは、広く市民にその旨を周知しなければなら

ない。 

 （運用状況の公表） 

第９条 市長は、毎年度２回、この条例の運用状況を取りまとめ、広報その他適当な方法に

より公表しなければならない。 

 （委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 



 

   附 則 

 この条例は、平成２１年４月１日から施行し、同日以後に公表される第３条第１項各号に

掲げる計画等の案について適用する。 


